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戦後 の経済復興は,生 産力がほぼ戦前 の水準 に回復 しt,:1955年前後 の時期 を
一つ の転機 とす る。戦後それまでの経 済復興で は,電 力 ・鉄鋼 ・.石油産業 など
の拡大 に重点が置かれなが らも,主 としてアメ リカか らの設備 ・技衛導入 を中
心 とした生産拡大が進んでお り,産 業 の拡大が その まま国際収支 の悪化 に直結
す る状態 にあ った。1955年前 後か らの産業拡大 は,全 体 としては政府 の財政金
融上の優遇措置を受 けた鉄鋼 ・機械産業な どに よる殻備投資 を主体 と して,四
大工業地帯での生産の拡大 によって主導され,電 気機械や機械工業 などでの若
年労働力への需要を引き起 こ したD。,




























2)労 働省 『労 働 白吉 』1957年版,44ペ ー ジ 。






市内か らの全面移転を中心 とした立地であり,既存の工業地域の外延的拡大 と
いう形を取って近接地域に移転 したものが多いとい う4)。巽信晴は,淀川左岸








心機能地域,そ して城東区を中心 としての都市需要に対応する機械 ・加工業 と
多様な下請け企業地域などが分布 した6〕。
2戦 後復興期の財界による開発戦略と大都市圏計画
大阪 の戦後復興 をめ ぐる論議 は,繊 維 関係 の比重が大 きか った経 済構造 の重
化学工業化へ の転換 と,こ れに向けた都市基盤の整備 を重点に進め られた。大
阪で は,.既に第一次大戦以 降に,重 化学工業が港湾周辺地域に立地する中で,
地下水 の大量の汲み上げ を原 因 とした内陸部 まで を含む地盤沈下が大 きな問題
となるな ど,立 地.ヒの制約 に よって産業 の拡大が行 き詰ま りを見せつつ ある状
態 にあった。 このため大阪商工会議所 は終戦直後 よ り大阪府 ・市への建議書 を































させる形で,大 阪市を中心 とした同心円的な地帯計画が構想され,こ うした大
都市圏計画の下での大阪府の開発が計画された8〕。
7)大 阪商.1二会議所 『大阪商工会議 所 百年史』1979年,666-734ページ。






















れたことであって,こ こにおいて,全 国的な規模での全国民を対象 とした住宅
の計画化行政が,統 制経済の一環としてわが国において歴史上初めて展開さ
れ」たとする。その特徴として指摘されるのは,① 官僚主導による上からの
政策形成,② 戦時生産力政策に従属した労働力政策的性格 ③ 中央集権的な
























第3に は住宅政策の実施を通 じて,住宅の一括 ・大量建設に向けての工業化
と規格化が進むと共に住宅産業の確立が準備された側面である。
こうした住宅政策の中でも住宅公団は大都市周辺の住宅開発の中で大 きな役
10)大 本 圭 野 『日本 の 住 宅 政 策』 日本評 論 礼,1991年,852-858ページ。
11)エ950年衆 議 院 建 設 委 員 会 で の 建 設省 住 宅 局 長 答 弁,住 宅 金 融 公 庫 『日本 の 住宅 問題」1980,
22ペー ジ。
12)大 本 圭 野,前 掲 書,275-279ペー ジD
















時民間ディベロパーや住宅産業の未成熟 な中で,公 的ディベ ロバ「として東
京 ・名.片屋 ・大阪の大都市の中心か ら15㎞ 前後の周辺部を中心に宅地開発
と大量の住宅建設を進め,大阪府下では堺金岡 ・東豊中 ・総持寺 ・旭ヶ丘 ・五
.月山 ・.千里山などの団地を大阪市を取 り巻 く外周部分で建設 した。そして日本
で最初のマ ンモス団地である香里団地(155ha)の計画に直ちに着手し,続い
て千里NTの 計画に乗 り出 した。
4戦 後大阪府下への人口流入と諸特徴
大 阪府 下の人Ll.は,戦前1940年の480万人 に対 して45年には280万人 にまで落
ち込 んだが これ以 降急速 な増加 を続け,1955年にはほぼ戦前の40年の水 準を回.
復す ると共に これ以降 も毎年20万.入の規模で増 え続 けた。
こうした大 阪府 ドへの転入者の.出身県は西 日本一帯 に渡 ると共 に,農 村県並
14)日本住宅公団r日本住宅公団20年史」1975年,3-18ページ。
大阪大都市圏の形成と二」一タウン開発 〔2.)〔45145
びに1960年前後か らの合理化が進んだ産炭地域か らの転入者の増加 が大 きい。
こうした社会増人口の年齢 別構 成比 では,そ の6割 前後が15-24歳層で 占め ら
れ ていた。 こう した大阪府 下への人口の集 中は,戦 後の四大工 業地帯 に集 中 し
た経済成長 に伴 って新 たな産業拡大 を担 う就業者への需要の増大 と共 に,産 業
構造 の転換の中での農村県を中心 とした経済の停滞 と,こ れに伴 う労働力 の相
対的 な過剰状態を反映 した もの といえるであ ろう。
こうした大阪府下への転入者 の増加 と並行 して,府 下の各市 の間での人it移
動が増大 した。中で も大阪市で は1960年以降都心部の区を中心 に人口減少が進
み,府 下 の市 町村 への転出が増大 した。大 阪市 の人 口は戦前1940の325万人
に対 してユ.965年には315万人 とな ったが これ以降減少 に転 じてお り,既 に1960
-65年で東区(一15%)北 区(一15%)な ど都心部を中心 として.人口減少区が
13区(市内22区g内〉 を数えた。 このような人口減少 の中で,大 阪市か ら府下.
の他市町村への転出超過は,1959年に11千人1969年には88千人に達 した。 同時
に,府rの 市町村間転出入者総数 は,1959年の276千人か ら1969年には477千人
と増加 してお り,府 下の ドーナツ化 と共 に住みわ けが進んだ ことを窺わせ る。
これ を通 じて大阪.市では勤労者世帯 の月平均実収入が全国平均 に対 して急速 に
減少 して いる(全 国 をユ00とした大 阪市 の月平均実収 入 は,1964年の103から
1969年に93とな っている)エ㌔
1960年以降の.世帯数の増加 は,人.1.iの伸び を大 きく上回 って増加 した。 これ
は大阪府への転入者に占める若年層 の比率の大 きさを反映 した ものであ ると共
に,60年代 の住宅需要の性格 を特徴づ ける ものであ る。
5戦 後住宅問題と住宅政策の展開
戦後の住宅建設は,府下の住宅総数の約4割 〔37万戸)が 戦火で失われた中
で出発 した。 しか し戦後10年間の住宅建設戸数は毎年2～3万 戸の水準に過ぎ












,1虫8年と1958年の住 宅統計調査 によれば元 々借家 の割 合が高か った 大阪の
特徴 に反 して,こ の.調査期 間の住宅増加数 の8割 が持 家建設 に よるものであ っ
た1%
こ.うして戦後 の住宅難の.中に も関わ らず停滞的だ った住 宅建 設は,図8に 見
られるように1955年以降の人1.【膨張 の1.11で急変す ることとな った。ユ956年頃以
降には人IIの増加の 中で借 家建 設が急増 した。1956-65年に建 設された借家数
は60万戸に上 り,1968年住宅統計調査 による府下の全借 家ス トックの過半数 に
達 している。 また1965年に府下で新 たに建設 された住宅の内で,借 家 の占め.る
割合は79.5%と,比率 として.は戦後の ピークに達 した。 さらに,1961一一65年の
間に建設された住 宅の内,29m2以下 の狭 隘な住宅が42.4%に達 して終戦直後
と比較 して も極 端に多 く,こ の時期 における住 宅事情 の悪化 を象徴 している'7㌧
16)同 上 書,42-47ペー ジ ⊃
大阪大都.li∫圏の形成とニュータウン開発(2).(47}47
こう した狭隘 な住宅建設は阪神工業地帯 に隣接 す る豊 中市南部 の庄内地域や,
.金属 ・家電産業が立地を拡大 した中河内地域な どの大阪市 に近接す る周辺地域
に集 中して立地 した。
府下の住宅整備 は,政 府 の住宅政策 に従 って段 階を経 て進め られた。最初の
段階では,終 戦直後か ら府下の 入口が戦前 の ピー クを超 えた1955年頃 までの応
急対策的な住 宅対 策 と,50年前後の住宅金融公庫 の融資 と公営住宅法 による低
所得世帯への住宅 の提供 を中心 と した もので あ った。
1955年の住 宅公 団の設立 とこれ による住宅 団地 の開.発は,こ うした住宅政策
の流れの転機 をな した。 さらに1960年には池 出内閣が所得倍増計画で住宅建設
1000万戸計画 を掲 げ,こ れ を受}ナて建設省が住宅建設5カ 年計画を策定 した。
この前後 か ら府.ドで は千 里NTを は じめ堺 金 岡東NT(138ha)金 剛 団地
(216ha)の計 画 ・開発が府企 業局や住宅公 団 によって相次 いで 着手 され,泉
北NT(1500ha)がこれ に続 いた。 『大阪府の住 宅事情』(大阪府建築部)は,
1966～67年度 の間の府下 の宅地供給 の実績を合計7155ha,この 内,新 住宅市
街地開発事業 を初 め公的機関に よる ものが2094ha(29%)としてい る。
しか し,府 の住宅対策 は大 阪地 方計画 に示 された よ うに,大 阪市を中心 とし
た産業政策主導型 の求心的な大都市 圏域 の拡大計画の中で,宅 地開発 の可 能な
一定範 囲の用地 を後背地域 に求める とい う住宅対策 と しての域を出ておらず,
その当時 の都市計画関係 者の理想で あった,独 自の産業や都 市基盤を備えた謂
ゆる.イギ リス型の ニュー タウンづ くりのよ うな総合的な都市 政策 としての性格
を もたなか った。
こうした住宅立地を通 じて府下 の住宅の分布は,大 阪市内の戦前長屋,大 阪
市 内外周部 を中心 とした市営住宅,そ の更 に外周の文化住 宅および隣接市 の.L
場集 中地域の周辺の文化住宅,郊 外部 の.一戸建や公 団 ・府営住宅,等 の特徴 を
持つ よ うになった。そ して住宅 の種別 とその地域分布および職業.トの職住一致
を要す る度合い等 を中心 に府下的 なあ る種の住民階層別の住 み分 け状態が形成
17)同上書,46ペー.・ジ。
娼(48).第162巻 第.1号















低質な.スプロール型住宅地域 そ して私鉄の延長に伴 って開発された郊外住宅







と大阪市内人口の停滞 ・減少を引 き起 こした。これを通 じた各地域での住民の
言わば篩分けのメカニズムとして考えられる基本的な要素としては,


























































この一方,大 阪市 と千里NTの 立地する吹田 ・豊中両市などの大都市圏の中






































新たに流入 した人口は,主 としてその所得階層に伴 う条件に応 じて居住の場





































〔内 陸 部 の イ ンフ ラ整 備 〔大阪府のよる流入人口の受皿




























































同時に.そ の後の道路交通網の整備などに伴 う事業所の新規立地 ・撤退や通
勤着型住宅地の立地などが進む中で,.こうした二重構造型の地域が府下的に拡








係,産 業内の企業間の二重構造,企業内の職種別 ・年齢別 ・男女別格差関
係などが,階層構造の形成に果たした役割である。




③ こうした基盤整備 と平行 して国内外の経済環境の変動に伴い新たな産業
の立地や既存の集積の構造変化が進み,こ れらを通 じて大都市圏域の中で
の各地域の機能的特徴が形成されてい くプロセスである。


























まbつつある。.これらは,多 くの点で近隣住区を単位 とした政策 と住民自治の
必要性を要求するものといえる。
第二は,産業のグローバル化 とソフ ト化に伴 う各地域の産業の構造変化が大
きく進むと共に,.二重構造的な事業所 ・住宅の立地が進む中での市町村の産業
や住宅政策の部分での役割 りをどのように位置付けるかである。
第三は,事業所 ・住宅の立地が市町村のエ リアを超えた大都市圏 レベルのメ
カニ.ズムを通じて階層的 ・機能的分化を含んだ形で進む中で,府 レベルもしく
はこれを超えた範囲での政策上また財'政一ヒの再調整をどのようなシステムに
・よって進めるかである。
大都市圏の構造分析を中心課題 とする本稿では,以.トの点を今後の研究課題
としたい。
